
Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,023,813 1,026,481 1,227 1,027,708 0.4%

震災対応分 17,730 19,199 19,199 8.3%

特別会計 451,438 448,774 448,774 ▲0.6% 

震災対応分 4,242 4,683 4,683 10.4%

準公営企業会計 2,684 3,071 3,071 14.4%

震災対応分 100 121 121 20.8%

公営企業会計 41,782 42,835 42,835 2.5%

震災対応分 28 28 28 ▲2.1% 

合計(総会計) 1,519,716 1,521,160 1,227 1,522,387 0.2%

震災対応分 22,100 24,030 24,030 8.7%

令和6年度
当初予算額

A

令和7年度予算額

令和７年度 ６月補正予算（第１号）案の概要
令 和 ７ 年 ６ 月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、国の「米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ」の一環として交付される物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金を活用し、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する支援を予算化。

○ 具体的には、国の電気・ガス料金負担軽減支援事業の対象とならないＬＰガスや特別高圧電力利用者の負担軽減に向けた支援のほか、

学校給食の食材価格高騰分への助成を進めるとともに、社会福祉施設等の光熱費等への支援や、畜産農家等の配合飼料購入費など

農林水産業者への支援などを予算化。

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。 1



○特用林産施設等物価高騰対策事業１６,９００林業振興課
特用林産施設に対する生産資材費等のかかり増し経費への助成

○中小企業等特別高圧電気料金支援事業５０,０００中小企業支援室
特別高圧で受電する中小企業等に対する電気料金のかかり増し経費への助成

○補助金交付業務一括委託事業４,２００（20,000） 行政経営企画課

労働者派遣契約による補助金交付業務の一括委託

（１）生活者支援
○私立学校給食食材価格高騰対策事業７８,０００私学・公益法人課

保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○県立学校給食食材価格高騰対策事業２５,２００保健体育安全課
保護者負担の軽減に向けた県立学校の給食食材価格高騰分への助成

○ＬＰガス料金負担軽減支援事業５１５,５００消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

○フードバンク支援事業１３,９００（11,927）社会福祉課
生活困窮者や子ども食堂等への食料支援を実施しているフードバンク活動団体への

助成

（２）事業者支援
○社会福祉施設等物価高騰対策事業１０８,６００長寿社会政策課ほか

高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対する光熱費等のかかり増し経費
への助成

○学校給食米価高騰対策事業６３,８００みやぎ米推進課
学校給食用県産米のかかり増し経費への助成

○畜産生産資材価格高騰対策事業３０５,０００畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費や酪農家に対する光熱動力費への助成

○養殖業物価高騰対策事業４５,９００水産業基盤整備課
養殖業の出荷用資材購入費等ヘの助成

物価高騰への対応１

Ⅲ 事業一覧

単位：千円、（ ）：既決予算額

拡充
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料

4



Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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１ 予算議案（1件）

番号 名称

101 令和７年度宮城県一般会計補正予算

Ⅴ 追加提出予定議案一覧
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２ 予算外議案（4件）

（１） 人事議案（2件）

番号 名称 概要

102
人事委員会委員の選任につき同意を求めること
について

人 事 委 員 会 委 員 三 橋 要一郎 氏 （新任）

103
収用委員会委員及び予備委員の任命につき同意
を求めることについて

収 用 委 員 会 委 員 半 沢 章 氏 （新任）
収用委員会予備委員 西 村 晃 一 氏 （新任）
収用委員会予備委員 長谷川 光 政 氏 （再任）

Ⅴ 追加提出予定議案一覧
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（２） 条例議案（2件）

番号 名称 概要

104
選挙長等の報酬及び費用弁償条例の一部を改正す
る条例

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の改正に準じ、選挙長等に対する
報酬の額について、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 市町村課

１ 選挙長及び選挙分会長に対する報酬額の改定
１日につき 10,800円→12,200円

２ 選挙立会人及び選挙分会立会人に対する報酬額の改定
１日につき 8,900円→10,100円

105
県議会議員及び知事の選挙における選挙運動の公
費負担に関する条例の一部を改正する条例

公職選挙法等の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 市町村課

１ 選挙運動用ビラ作成の公営に係る公費負担限度額の改定
２ 選挙運動用ポスター作成の公営に係る公費負担限度額の改定
３ 知事の選挙における候補者の選挙運動用ポスターの規格を統一

Ⅴ 追加提出予定議案一覧
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